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１．「民学産公」協働研究事業(協働研究事業)の概要 

（１）協働研究事業内容 

①デザインできるＱＲコード「ロゴ Q」を通販・ＥＣに応用したビジネスモデル及び関連

システムを研究する。 

②弊社のＥＣシステムパッケージ【ＥＣ-Ｓｕｉｔｅ】に、【ロゴＱ】を連動機能構築し

組み込み通販・ＥＣに適用する。 

③通販カタログに「ロゴ Q」を組み込み、ＥＣ注文の増減や傾向を調査研究する。特に高

齢者支援について分析する。 
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２．幹事(申請)団体のプロフィール 

会社概要 

■会社沿革 

1993 年 

中小企業向けシステム開発サービスを目的に東京都台東区に設立する。酒井学

雄が代表取締役社長に就任。資本金 1,000 万円。システムエンジニアの経験を

活かし、「八百屋のおっちゃんでもわかるシステム」をキャッチフレーズに、

機能別定額制でのシステム開発モデル「システム宅配便」サービスを開始する。

1995 年 
通販事業者向けのシステム開発サービスに特化し、システム開発サービスを提

供開始する。 

1998 年 
通販業務全般のソリューションサービスの提供を目指し、「通販ビジネス One 

Stop Solution」サービスの構築、提供を開始する。 

1999 年 
通販支援に特化したコールセンターサービスを開始する。５０席にて、インバ

ウンド、アウトバウンドサービスを提供する。 

2002 年 
受注管理・顧客管理の品質工業の為、自社向け通販管理システムの開発を開始

する。 

2005 年 
資本金を 5,000 万円に増資する。ＩＴを活用したビジネスインキュベーション

事業を開始する。 
2006 年 通販管理パッケージシステム「通販番長」開発、販売開始する。 
2009 年 EC 構築サービス「EC-Suite」シリーズ開発、販売開始する。 
2010 年 EC 販促支援サービス「EC-Suite リコメンド」を開発、発売を開始する。 

■会社概要 

会社名 株式会社スプレンダーコンサルティング 

本社 〒111-0041 東京都台東区元浅草 2-6-6 東京日産台東ビル 10F 

代表者 酒井 学雄 

電話 03-5827-4155 

設立年月日 1993 年 5 月 20 日（3月決算） 

資本金 5,000 万円 

事業内容 

■コンサルティング業務（システム導入、ＥＣサイト、通信販売など）

■通信販売業向け「OneStop ビジネス Solution」の展開 

■多言語Ｗｅｂサイト制作 

■システム受託開発、システム技術者派遣 

■広告代理店業務全般、クリエイティブ製作全般 
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主要取引先 

■森永製菓株式会社 

■独立行政法人産業総合研究所 

■伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

■株式会社ライフビジネスウェザー 

■株式会社ＡＴコミュニケーションズ 

■株式会社宇宙技術開発 

■株式会社ＳＣＣ 

■北海道情報大学 

他 

最寄駅 
地下鉄銀座線 稲荷町駅（2番出口）徒歩 2分 

都営大江戸線 新御徒町駅（A3 番出口）徒歩 5分 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．協働研究事業の企画・実施の背景 

◆協働研究事業の特徴 
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◇ どのような点に先見性があるのか 

ＱＲコードにロゴなどのを加味した２次元バーコードが「ロゴ Q」です。誰が見ても分かり

やすくて楽しい、直感的に次の行動を連想できる「ロゴ Q」なら確実に購買動機の向上やアク

セスアップにつながり、売上増加も見込めます。さらに、「ロゴ Q フォント」（特許出願中）を

利用することによりロゴ Q 一つ一つ異なったコードを発生させる「バリアブルロゴ Q」が可能

になります。「バリアブルロゴ Q」なら地域・エリア毎やセグメント毎、お客様毎の媒体効果測

定が可能になります。それらを評価分析することにより、次への販促展開やマーケティング情

報を得ることが可能になります。 

当研究では、この「バリアブルロゴ Q」を通販チラシ・通販カタログに応用して、ＥＣ（ネ

ットショップ等）を経由し販促活動や購買活動に繋げていく新しいビジネスモデルの構築とそ

れを実現するための基盤システムの研究開発をする。 

※ ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 

※ ｢ロゴＱ｣の実施については株式会社デンソーウェーブから A･T コミュニケーションズ株式会社がライセンスを受けていて、当社は

共同で使用します。 

 

【ロゴ Qの特徴と先進性、及び活用イメージ図】 

 

「ロゴ Q」は連続階調を持つフルカラーコードであり、印刷技術と光学技術の応用によって

作成された、視覚的誘因性が高い２次元コード（QR コード）の総称です。国内のみならず国際
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特許出願をしています。 

 特許申請中の符号化理論を応用した実用化の研究も進んでおり偽造も不可能で、かつ生成さ

れた「ロゴ Q」には全て著作権があるので、安心してご利用いただけます。 

 また、見た目は同じでもコード内容だけを可変にして自動発行も出来、個々のお客様に対し

て固有の URL「pURL(PersonalizedURL)」を発行し、自動的にデータ化することでスマートフォ

ンやケータイを通じ、「One to One」マーケティングが可能になります。さらに、アニメーショ

ン機能により紙メディア以外のテレビ ・ PC ・ スマホ・ケータイ ・ デジタルサイネージの

ような電子媒体（通信・映像他）にも対応が可能です。 

 このように、「ロゴ Q」は全てのメディアとスマホ・ケータイを安全・確実に結びつける情報

ツールとしてご利用いただけます。 

 

  ※「ロゴ Q」に関連する特許技術（平成 24 年 4月） （Ａ・Ｔコミュニケーションズ社） 

2 次元コードに関わる研究・開発した国内特許技術や国外特許技術を積極的に展開しており、状況は下記の通りであ

る。 

・国内特許取得済 10 件  ・国際特許取得済 9件(米国 1 ドイツ 1 中国 2 韓国 5) 

 

◇実験の中でどのような点を検証し、明らかにしたいと考えているのか 

 弊社のＥＣシステムパッケージの「ＥＣ-Suite」に、「ロゴ Q」連動機能構築しを組み込み通

販・ＥＣに適用する。。 

セグメントされユニーク、かつ誰が見ても分かりやすく直感的に行動を案内することが出来る

ロゴ Qを適用した場合の購買行動の変化、売上げの増加等の計数等々を研究する。 

 更に、この成果をふまえた通販・ＥＣの新しいビジネスモデルを研究する 
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。 

 

 

 

４．協働研究事業の詳細・実験結果 

（１）システム設計工程の作業内容 

① ロゴ Qの基礎技術についての知見を習得した。 

② 通販・ＥＣに応用したビジネスモデルの可能性と問題点を洗い出した。 

③ ロゴ QとＥＣシステムのインターフェイスの機能と問題点を洗い出した。 

④ ビジネスフロー・業務フローを設計した。 
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⑤ ロゴ QからＥＣシステム全体のシステムフロー・画面遷移図等を設計した。 

⑥ 弊社システムパッケージ「ＥＣ-Suite」のカスタマイズ機能を設計した。 

（２）業務務フロー「ロゴＱ・ＥＣ-Suite 連携による商品の購入」を作成した。 

 

ロゴ Q、EC-Suite 連携による商品の購入 
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（３）システム開発工程の「ＥＣ-Suite」のカスタマイズ作業のサーバー及び作業環境

を整えた。 

 

（４）フローに従い、自社開発のＥＣパッケージソフトのスマートフォン部分を、ロゴ

Ｑ対応にカスタマイズした。 

 

（５）日本郵便にて、ロゴＱを活用した年賀状販売を実施した。 

① バリアブルロゴＱを活用した「年賀はがき注文」カードを作成した。 

② 日本郵便東京支店管轄内３１郵便局にて、企業向けに 164,517 枚を配布した。 

③ 販売実施機関は、2012 年 11 月１日～1月７日まで。 

④ ログを取ることにより、アクセス状況を集計し、解析した。 

⑤ 同様に、販売実績を集計し、解析した。 
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６．実験の考察 

（１）アクセス件数は想定より伸びなかったが、スマートフォンによるスキャンの割

合が、約 65%と、日本平均普及率約 40%より、高いことが分かった。実施エリア

が、東京であるためと推察する。 

（２）購入については、アクセスし数に対して、11.3%の効率であった。その中でのス

マートフォンの割合は７６％とであった。スマートフォン利用者がＥＣ利用に

なれているものと推察する。 

（３）通販・ＥＣでの活用による、商業活性化と実効性は高いといえる。買い物難民

等の支援にも繋がると推察する。 

（４）通販・ＥＣでの活用による、日常の生活の購入活動に浸透することになるので、

持続性は高い。 

（５）高いセキュリティによるネット関連犯罪の抑制が可能施ある。 

 

 

 

７．今後の計画 

（１）発展性の検証 

 通販・ＥＣへの活用と個人毎に、購買の志向や履歴が細かく把握できるので、より戦

略的な OneToOne マーケティングが可能になり、発展性は高いと考えられるので、それ

らを実証できる研究を、来期に実施したい。 

（２）社会性の検証 

   売り上げ増による商業活動の活性化・地域特産物の販路拡大・買い物難民の支援と関

連する新しい産業の創出に向けた研究を来期実施したい。 

 

 


